
人
、
文
化
、
教
育
を
大
切
に
す
る

の
が
自
治
体
の
役
割

冒
頭
、
辻
委
員
長
は
、
人
件
費
削
減
提

案
に
対
す
る
府
労
組
連
の
基
本
的
態
度
と

し
て
、
第
一
に
、
提
案
は
職
員
の
生
活
を

根
本
か
ら
脅
か
し
、
非
常
勤
職
員
を
解
雇

す
る
な
ど
の
職
員
犠
牲
を
テ
コ
に
、
府
民

の
た
め
の
施
策
を
切
り
捨
て
る
も
の
で
あ

る
こ
と
、
第
二
に
、
一
一
〇
〇
億
円
削
減

の
Ｐ
Ｔ
案
に
固
執
せ
ず
、
人
や
文
化
、
教

育
を
大
切
に
し
な
が
ら
財
政
再
建
を
す
す

め
る
「
ス
ロ
ー
再
建
」
を
は
か
る
こ
と
、

第
三
に
、
賃
金
、
労
働
条
件
要
求
の
基
本

は
、
府
民
や
子
ど
も
た
ち
の
た
め
の
仕
事

を
安
心
し
て
続
け
る
た
め
の
保
障
を
求
め

る
こ
と
に
あ
る
と
強
調
。
こ
う
し
た
立
場

か
ら
、
府
労
組
連
は
人
件
費
削
減
提
案
と

「
試
案
」
の
撤
回
を
強
く
要
求
す
る
と
迫

り
ま
し
た
。

平
井
書
記
長
は
、
「
試
案
」
と
こ
れ
を

府労組連ニュース

根
拠
に
し
た
人
件
費
削
減
提
案
は
、

そ
も
そ
も
府
財
政
悪
化
の
原
因
と
責

任
を
棚
上
げ
し
て
い
る
と
批
判
し
た

上
で
、
提
案
に
対
す
る
要
求
、
主
張

と
し
て
、
一
三
項
目
（
下
記
）
に
わ

た
っ
て
当
局
の
姿
勢
を
た
だ
し
ま
し

た
。こ

れ
に
対
し
て
当
局
は
、
「
職
員

の
生
活
実
態
が
厳
し
い
」
と
認
め
つ

つ
も
、
「
減
債
基
金
の
借
り
入
れ
は

行
わ
な
い
」
「
借
換
債
は
発
行
し
な

い
」
「
収
入
の
範
囲
内
で
の
財
政
執

行
」
を
繰
り
返
し
、
一
一
〇
〇
億
円

削
減
に
固
執
。
「
府
民
に
負
担
を
強

る
こ
と
か
ら
も
、
人
件
費
削
減
は
必

要
」
と
の
不
当
な
回
答
に
終
始
し
ま

し
た
。
ま
た
、
非
常
勤
職
員
の
雇
用

の
問
題
で
は
「
頑
張
っ
て
も
ら
っ
て

い
る
こ
と
を
認
識
し
て
い
る
」
と
し

て
、
「
Ｐ
Ｔ
案
か
ら
案
に
な
る
ま
で

議
論
を
重
ね
た
い
」
（
府
教
委
）
と

し
ま
し
た
。

現
場
か
ら
職
場
実
態
に
基
づ
く

怒
り
の
発
言

〈
大
教
組
〉
「
今
、
誰
も
笑
っ
て
い

る
者
は
い
な
い
。
声
な
き
声
を
知
事

に
伝
え
た
い
。
福
祉
関
係
労
働
者
は
、

府
に
頼
ま
れ
て
事
業
を
や
っ
た
が
、

補
助
金
打
ち
切
り
で
、
続
け
ら
れ
な

い
。
警
察
官
は
、
帰
宅
後
も
緊
急
時

に
備
え
て
い
る
が
こ
の
仕
打
ち
か
と

激
怒
。
青
年
教
職
員
は
子
ど
も
の
笑

顔
を
思
い
、
夜
一
〇
時
に
な
っ
て
も

職
場
に
残
っ
て
い
る
。
そ
の
賃
金
が

九
年
間
下
げ
ら
れ
全
国
最
低
レ
ベ
ル
」

〈
大
教
組
〉
「
知
事
は
教
職
員
に
汗

を
流
せ
と
い
っ
た
が
、
月
八
〇
時
間

に
及
ぶ
過
労
死
ラ
イ
ン
の
超
勤
実
態

を
知
っ
て
い
る
の
か
。
一
〇
年
、
二

〇
年
働
い
て
き
た
非
常
勤
補
助
員
は
賃

金
も
劣
悪
で
ダ
ブ
ル
ワ
ー
ク
し
な
が
ら

生
計
を
立
て
て
い
る
。
解
雇
す
る
こ
と

は
許
さ
れ
な
い
」

〈
府
職
労
〉
「
知
事
は
全
職
員
向
け
て

の
メ
ー
ル
で
、
『
職
員
の
賃
金
が
高
く

な
い
こ
と
は
わ
か
っ
て
い
る
』
と
言
い

な
が
ら
、
マ
ス
コ
ミ
に
は
賃
金
は
半
分

で
よ
い
と
言
う
な
ど
、
そ
の
真
意
が
理

解
で
き
な
い
。
府
民
と
職
員
に
我
慢
を

押
し
付
け
る
の
で
は
な
く
、
八
八
〇
万

府
民
の
利
益
を
守
る
の
が
知
事
の
や
る

べ
き
こ
と
。
弱
者
切
捨
て
、
大
阪
府
解

体
政
策
は
や
め
る
べ
き
」
と
、
三
人
が

怒
り
を
持
っ
て
発
言
し
ま
し
た
。

当
局
回
答
に
対
し
て
府
労
組
連
は
、

「
府
民
の
生
活
を
守
り
な
が
ら
財
政
再

建
を
す
る
と
い
う
選
択
肢
が
重
要
」

「
財
政
赤
字
の
原
因
を
明
確
に
す
る
こ

と
」
「
大
阪
経
済
に
与
え
る
波
及
効
果

を
明
ら
か
に
す
べ
し
」
「
補
助
金
を
削

る
、
府
民
に
負
担
を
強
い
る
、
人
件
費

を
切
り
下
げ
る
の
で
は
、
大
阪
を
壊
す

だ
け
に
な
る
」
と
、
厳

し
く
指
摘
し
ま
し
た
。

５
・
２
９
統
一
行

動
、
決
起
集
会
を

府
民
と
の
共
同
で

大
き
く
成
功
さ
せ

よ
う府

労
組
連
は
、
六
月

五
日
に
も
Ｐ
Ｔ
案
か
ら

知
事
案
に
な
る
第
一
の

山
場
を
迎
え
る
に
あ
た
っ

て
、
当
局
折
衝
・
交
渉

の
強
化
を
は
じ
め
、
大

阪
労
連
・
府
民
連
と
の

共
同
に
よ
る
５
・
２
９

集
中
行
動
と
決
起
集
会

の
成
功
に
む
け
全
力
で

奮
闘
し
ま
す
。
引
き
続

き
署
名
の
推
進
な
ど
、

す
べ
て
の
職
場
か
ら
の

決
起
を
呼
び
か
け
ま
す
。

五
月
二
八
日
（
水
）
、
府
労
組
連
は
団
体
交
渉
を
お
こ
な
い
、
中
西
総
務
部

長
に
対
し
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
試
案
と
人
件
費
削
減
提
案
の
撤
回
を
強
く
求
め
ま
し

た
。
交
渉
で
は
、
府
職
労
・
大
教
組
か
ら
現
場
実
態
に
基
づ
く
怒
り
の
発
言
が

相
次
ぎ
ま
し
た
。

２００８年夏季要求書(案)

１．労使慣行を遵守し、労使間の確認事項を遵守すること。

２．府民と職員に耐え難い犠牲を強いる「財政再建プログラム試案」及びそれに

基づく人件費削減提案を撤回すること。

３．「評価・育成システム」「新人事評価制度」の「評価結果」の賃金リンク

（一時金・昇給）は撤回すること。また、「評価・育成システム」は子どもと

教育を歪める重大な問題を含むものであり廃止・撤回すること。「新人事評価

制度」の抜本的見直しをおこなうこと。

４．非常勤職員・臨時教職員等の賃金引き上げなど、その待遇改善をおこなうこ

と。また、教務事務補助員等の解雇はおこなわないこと。

５．一日の勤務時間の短縮、異常な長時間過密労働の解消、サービス残業の根絶

を行うこと

６．メンタルヘルス対策の強化など、労働安全衛生対策を抜本的に拡充すること。

※人件費削減が提案されるもと、中心的な要求として、６月２日に上記夏季要求

書を知事に提出することにしています。ご意見をお願いします。

総務部長交渉時における府労組連の追及・質問点

①予算に占める人件費の割合は、同規模の他府県（愛知、神奈川等）と比べてど

うか

②減債基金からの借入れや借換債の増発は、純技術的な手法として絶対行っては

ならない手法なのか

③退職手当の財源確保として退職手当債の発行が考えられるがどうか

④１１００億円削減をベースにした「財政再建プログラム試案」は撤回し、３０

０億円での改革取組額での見通しなど、複数以上の試案を府民に提示し、十分

な議論を行うべき

⑤賃金は、この間、財政再建を理由として３０００億円削減され、ラスパイレス

指数では全国第四二位の水準まで低下。職員の生活悪化の状況についてどう考

えるか

⑥諸手当を含む平均給与月額では７６０万円で全国第七位との報道もあるが、こ

の数値は年齢構成の違いや時間外勤務手当など全国比較になじまず、地域の状

況の違いを無視したものである

⑦公務員賃金は、労働基本権が奪われているもと、人勧の公民格差の勧告に拘束

され決定される。人勧を無視した提案は、極めて不当

⑧退職金は、賃金の後払い、退職後の生活保障としての性格をもつものであり、

削減すべきでない

⑨人件費の大半は、教員や警察官、福祉・医療・公衆衛生に携わる職員の人件費

であり、その削減は、府民のくらしに多大な影響をあたえる

⑩非常勤職員の報酬は、今でも低く職員との均等待遇から考えても削減でなく、

引上げるべきである。公務部門のワーキング・プア化は、民間にも拍車をかけ

るものだ

⑪教務事務補助員等の廃止は、教育活動そのものに支障をきたし、解雇につなが

るものであり、断固、撤回を求める

⑫公務員賃金の引き下げは、非正規を含む府内すべての労働者の賃金に重大な影

響を及ぼす。大阪経済の活性化にブレーキをかけ、財政再建を困難にする

⑬民間での賃金カットは、最高裁の判決でも不利益の程度や変更の必要性の内容

･程度など高度の合理性が求められている。提案は、「高度の合理性」がある

とは考えられない


